
 
 
 
 

学校関係者評価 基礎知識編① 
１ 文部科学省「学校評価推進協議会」（Ｈ２０）より 

なぜ学校評価が必要なのか ⇒ 地域が学校を元気にし、元気な学校が地域を活性化する！ 

 

Ｗｈｙ？ なぜ、学校評価は定着してこなかったのか - 学校・教員独特の歴史 

名城大学大学院 教授 木岡 一明 氏  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校評価を成功させるポイント ～ 学校評価をみんなのものにするには ～ 

京都市教育委員会 首席指導主事 北尾 惠丈 氏  
 

ポイント１【よりよい学校づくりと学校評価】 

① 学校評価をみんなのものにする 

   → 一人一人が評価者の視点を持つ。当事者意識を持つ。評価と実践をつなぐ。 

   ⇒ 年間の通した評価活動の実施。日常的な学校教育活動への参画。 

② 学校の魅力を発見し、発信する 

   → 課題発見・魅力発見型の新しいアンケート手法の活用。 

   ⇒ 学校の魅力が見える評価の工夫。よさの共有、魅力の共有。学校の魅力の積極的な発信。） 

③ 自らを振り返り、互いに高め合う 

   → 学校、保護者、地域、児童生徒、それぞれの立場から自らの役割、関わりを振り返る。 

   ⇒ 足りないところを補い合い、高め合う双方向の関係。 

 

ポイント２【地域ぐるみで進める学校評価】       みんなとは、 

 ① 地域の子どもは地域で育てる               ・教職員みんなのものに 

② 目指す子ども像、目指す学校像の共有           ・子どもたちみんなのものに 

③ 目標の共有から行動・実践の共有へ            ・保護者みんなのものに 

④ 評価をつなぐ                      ・地域住民みんなのものに 

  → 地域や子どもの実態を踏まえた共通評価項目の設定 
 

道標（みちしるべ）第 1329 号 

 

令和元年 12 月 3 日 

校長  稲垣  達也 
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●その結果 

 ・顧客主義が薄れ、 

  自己本位になる 

  （学習者不在） 

・手間が増大する 

・動きが緩慢になる 

・進取の精神が薄れる 

●同じことを繰り返す（前例踏襲・現状維持） 
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◆一方で環境変化 

 ・子どもの変容 

 ・家庭、地域の変容 

・教育内容、方法の変化 

○成功シンドローム 

 ・成功を過信する 

・閉鎖主義、内部重視 

・尊大、自己満足 

・保守主義 

・相互不干渉 

・新規学習不能 
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あくまでも現実を見ようとしない

「昔はよかったなぁ～」では、 

→ 未来も見えない 「学校評価なんて、意味なくね！」 

と、言えちゃうのが教員の独自文化 



 
 
 

 

学校関係者評価 基礎知識編②  
２ 学校評価の背景（国の動向） 

 
 

(1) 平成 10年 9 月中央教育審議会答申「我が国の地方教育行政の今後の在り方について」 

 

 

  
(2) 平成 14年 3 月「小学校設置基準」及び「中学校設置基準」の制定 

 

 

  
(3) 平成 18年 3 月「学校評価ガイドライン」の策定（文部科学省） 

 

 

(4) 平成 19年 6 月「学校教育法」改正による根拠規定の制定 
第 42 条において学校評価に関する根拠となる規定、第 43 条において学校の積極的な情報提供につい

ての規定が新たに設けられた。これらの規定は、中学校においても準用する（第 49条）。 

 

 

 

 

 

 

 

  
(5) 平成 19年 10 月「学校教育法施行規則」において新たな規定の設置 

自己評価の実施と公表（第 66 条）、保護者等学校関係者による評価の実施と公表（第 67条）、評価結果

の設置者への報告（第 68 条）について、新たに規定された。第 79条（準用規定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 平成 20年 1 月「学校評価ガイドライン」の改訂（文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

道標（みちしるべ）第 1330 号 

 

令和元年 12 月 4 日 

校長  稲垣  達也 

 

各学校の自己評価の実施とその結果の公表についての努力規定及び積極的な情報提供につ

いての規定が設けられた。（文部科学省令第 14 号） 第 2 条・第 3 条 

 

学校評価の目的、実施手法、評価項目、評価指標、結果の公表方法等が示された。 

 

学校教育法（昭和 22 年･法律 26 号） 第 42 条・第 43 及び第 49 条（準用規定） 

第 42 条  小学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教育活動その他の学

校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るため必要な措

置を講ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない。 

第 43 条  小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深め

るとともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動そ

の他の学校運営の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 

 

第 66 条  小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を

行い、その結果を公表するものとする。  

2  前項の評価を行うに当たっては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して

行うものとする。 

第 67 条  小学校は、前条第 1 項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の保

護者その他の当該小学校の関係者（当該小学校の職員を除く。）による評価を行い、その結

果を公表するよう努めるものとする。 

第 68 条  小学校は、第 66 条第 1 項の規定による評価の結果及び前条の規定により評価を行

った場合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。 

 

① 学校評価を実効性あるものとするために、自己評価について、網羅的で細かなチェック

として行うのではなく、重点化された目標を設定し精選して実施すべきことを強調。  

② 児童生徒・保護者対象のアンケート調査についても、網羅的に行うのではなく、重点目

標に即した項目により行い、自己評価に活用すべきことを強調。 

③ 情報提供の充実が学校と保護者との間の理解を深め協調関係の構築に資することを踏ま

え、学校評価結果も含め広く情報を提供する重要性を強調。 

④ 学校評価の結果を設置者に報告することにより、設置者が学校に対して適切に人事・予

算上の支援・改善策を講じることの重要性を強調。 

 

学校が公教育の機関として、学校裁量権の拡大、学校運営組織の見直し、地域住民の学校

運営への参画などとともに、学校の自己評価の推進が提言された。 



 

  

 

 
評価結果に

基づき、学校

経営の改善を

図るために必

要な措置を講

じる。 

 
ホームページや通信等で公表するととも

に、教育委員会に報告し、学校改善を図る。 

 

学校関係者評価書を踏まえ、改善案

の見直しなど、学校として『学校関係

者評価報告書』を取りまとめる。 

 

 学校公開、各種

通信、学校ホーム

ページなどで、教

育活動の状況を積

極的に発信する。 

学 校 評 価 委 員 会 

学校評価は、子供たちの姿とともに、学校の教育活動や具体的な方策、さらに 

はその成果や結果を客観的に評価し、今後の学校改善に生かしていくものです。 

 

学校として目指すべき目標を設定し、その達成状況や達成

に向けた取組の適切さを検証することにより、組織的に学校

運営を改善する。 

 

評価結果を踏まえて、教育委員 

会が、学校に対する支援・改善等の必

要な措置を講じることにより、一定水準

の教育の質を保証し、その向上を図る。 

 

自己評価や保護者等による評価の実

施、結果の公表により、保護者や地域か

らの理解と参画、協力を得て、信頼され

る開かれた学校づくりを進める。 

みんなの力が 

学校を支え 

学校を変える 

 

学校の教育活動の観察や意見交

換をしながら評価する。『学校関係

者評価書』を校長に提出する。 

 
 
 
 

学校関係者評価 基礎知識編③ 
３ 学校関係者評価の目的 
 

本校では平成２９年度から、保護者･地域の皆様の意見を学校運営により生かすことができるよう

学校評価の方法を、下記の図のように充実・改善しました。 
 

教育目標 ⇒ 教育経営計画 ⇒ 実施  ⇒ 自己評価 ⇒ 学校関係者評価  ⇒ 改善策 
 
また、昨年度から、昭島市教育委員会において、統一様式「学校経営重点計画」が示されました

ので、下図の通り、①年度当初計画、②中間報告、③最終総括の３点が加わります。 

 
 

 

  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

道標（みちしるべ）第 1331 号 

 

令和元年 12 月 5 日 

校長  稲垣  達也 

学校評価 

の目的 

８ .  評価結果の公表・報告 

７ .  学校関係者評価の総括 

教 育 委 員 会 

学校運営の改善と発展 

教育の質の保証・向上 家 庭 ・ 地 域 と の 連 携 

学  校 

 

教育大綱、

教育目標、基

本方針、教育

振興基本計画

など 

９ . 教育委員 

会 の 支 援  

６ .  学 校 関 係 者 評 価 

 

校内委員会で具体的な指標に基づ

き自己評価を行い、評価結果と具体的

な改善案を評価委員会に提示する。 

５ . 自  己  評  価 

 
児童、保護者、教職員の三者で、同じ項目で

アンケートを実施し、自己評価の資料とする。 

４ .  学校評価アンケート 

３ .学校公開・情報提供 

 
教育目標を具現化するために、学校経営方針に基づき、

数値目標を含めた具体的な推進計画を立案・実施する。 

２ .  学校経営計画・実施 

１.教育施策の

立 案 ・ 実 施 

 

専門性を有する

者による専門的

視点からの評価

る 

第 三 者 評 価 

 

 1 . 学校関係者評価の実施手順 

① 市様式１ 

年度当初計画 ② 市様式２ 

中間報告 

③ 市様式３ 

最終総括 



 
 
 
 
 

学校関係者評価 基礎知識編④ 
４ 学校評価アンケートの作成・集計の実際 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

道標（みちしるべ）第 1332 号 

 

令和元年 12 月 6 日 

校長  稲垣  達也 


